
国 土 交 通 省　総 合 政 策 局

情 報 管 理 部 建 設 調 査 統 計 課

平 成 １５ 年 ３ 月 ３１ 日 公 表

問い合わせ先

国土交通省総合政策局情報管理部

建 設 調 査 統 計 課 建 設 統 計 係

担当者 米沢（課長補佐）、元島（係長）、

佐々木、一力

ＴＥＬ ０３－５２５３－８１１１

内線 ２８２３４～２８２３６

　　　　　　　　　　　　　　　http://www.mlit.go.jp/toukeijouhou/chojou/index.html

平 成 １ ３ 年 度

この統計調査の概要は、国土交通省ホームページでもご覧いただけます。

住 宅 用 地 完 成 面 積 調 査 報 告



Ⅰ．調査結果の概要

１．住宅用地完成面積

（１）面積総数

（２）住宅用地種類別

（単位：千㎡、％）
住 宅 用 地 種 類 　面　　積　 前 年 度 比  構　成　比 
合　　　　　計 ３９，４５６ ▲　２５．１ １００．０

　一団地の住宅用地　 １７，４２９ ▲　３２．７ ４４．２
　小規模開発の住宅用地　 １９，８０３ ▲　１８．０ ５０．２
　再開発的な住宅用地　 １，６９１ ▲　２４．０ ４．３
　別荘用地　 ５３３ 　　３４．６ １．４

（３）発注者別

（単位：千㎡、％）
発　　注　　者 　面　　積　 前 年 度 比  構　成　比 
合　　　　　計 ３９，４５６ ▲　２５．１ １００．０
民　　　　　間 ３１，３７７ ▲　２６．８ ７９．５
公　　　　　共 ８，０７９ ▲　１７．３ ２０．５

　平成１３年度の住宅用地完成面積は３９，４５６千㎡（前年度比　２５．１％

減少）となり、３年連続の減少となった。

　一団地の住宅用地は１７，４２９千㎡（前年度比　３２．７％減少）で３年連
続の減少、小規模開発の住宅用地は１９，８０３千㎡（同　１８．０％減少）で
前年の増加から再び減少、再開発的な住宅用地は１，６９１千㎡（同　２４．
０％減少）で３年連続の減少、別荘用地は５３３千㎡（同　３４．６％増加）で
前年の減少から再び増加となった。

　民間は３１，３７７千㎡（前年度比　２６．８％減少）で５年連続の減少、公

共は８，０７９千㎡（同　１７．３％減少）で３年連続の減少となった。構成比

では、民間７９．５％、公共２０．５％の割合となっている。

注） 四捨五入の関係で各項目の合計は必ずしも総計と一致しない（以下同じ）。
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図－１　最近３年の面積の動き
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２．工事件数

（１）総数

（２）住宅用地種類別

（単位：件、％）
住 宅 用 地 種 類 工 事 件 数 前 年 度 比  構　成　比 
合　　　　　計 ３３，９３４ ▲　３８．５ １００．０

　一団地の住宅用地　 ４１６ ▲　２８．５ １．２
　小規模開発の住宅用地　 ３２，００３ ▲　２９．６ ９４．３
　再開発的な住宅用地　 １，２４６ ▲　８５．６ ３．７
　別荘用地　 ２６９ ▲　４２．０ ０．８

（３）発注者別

（単位：件、％）
発　　注　　者 工 事 件 数 前 年 度 比  構　成　比 
合　　　　　計 ３３，９３４ ▲　３８．５ １００．０
民　　　　　間 ２９，８４０ ▲　４１．８ ８７．９
公　　　　　共 ４，０９４ 　　３．２ １２．１

　一団地の住宅用地は４１６件（前年度比　２８．５％減少）で４年連続の減少、小
規模開発の住宅用地は３２，００３件（同　２９．６％減少）で前年の増加から再び
減少、再開発的な住宅用地は１，２４６件（同　８５．６％減少）で前年の増加から
再び減少、別荘用地は２６９件（同　４２．０％減少）で２年連続の減少となった。

　民間は２９，８４０件（前年度比　４１．８％減少）で前年の増加から再び減少、

公共は４，０９４件（同　３．２％増加）で２年連続の増加となった。構成比では、

民間８７．９％、公共１２．１％の割合となっている。

　総工事件数は３３，９３４件（前年度比　３８．５％減少）で、前年の増加から再

び減少となった。
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３．工事１件あたりの完成面積

（１）総数

（２）住宅用地種類別

（単位：㎡、％）

住 宅 用 地 種 類
工事１件あたり
完成面積

前 年 度 比

合　　　　　計 １，１６３ 　　２１．９
　一団地の住宅用地　 ４１，８９８ ▲　５．８
　小規模開発の住宅用地　 ６１９ 　　１６．５
　再開発的な住宅用地　 １，３５７ 　　４２９．０
　別荘用地　 １，９８０ 　　１３２．２

（３）発注者別

（単位：㎡、％）

発 　 注　  者
工事１件あたり
完成面積 前 年 度 比

合　　　　　計 １，１６３ 　　２１．９
民　　　　　間 １，０５２ 　　２５．６
公　　　　　共 １，９７３ ▲　１９．９

　一団地の住宅用地は４１，８９８㎡（前年度比　５．８％減少）で２年連
続の減少、小規模開発の住宅用地は６１９㎡（同　１６．５％増加）で３年
振りの増加、再開発的な住宅用地は１，３５７㎡（同　４２９．０％増加）
で前年の減少から再び増加、別荘用地は１，９８０㎡（同　１３２．２％増
加）で２年連続の増加となった。

　民間は１，０５２㎡（前年度比　２５．６％増加）で前年の減少から再び

増加、公共は１，９７３㎡（同　１９．９％減少）で３年連続の減少となっ

た。

　工事１件あたりの完成面積は１，１６３㎡（前年度比　２１．９％増加）

で、前年の減少から再び増加となった。

図－３　過去10年の１件あたりの面積推移

1,163

954

1,565

1,338
1,140 1,170 1,140

1,111
1,125

1,289 1,369

0

400

800

1200

1600

2000

Ｈ
３
Ｈ
４
Ｈ
５
Ｈ
６
Ｈ
７
Ｈ
８
Ｈ
９
Ｈ
１０

Ｈ
１１

Ｈ
１２

Ｈ
１３

年

㎡

１件あたりの
完成面積



４．地域別

（１）地域ブロック別

　住宅用地完成面積を地域ブロック別にみると、以下のようになった。

（単位：千㎡、％）
 　地 　域　 名　 　面　　 積　 前 年 度 比  構　成　比 
合　　　  計 ３９，４５６ ▲　２５．１ １００．０
北　 海　 道 １，５６２ ▲　３８．１ ４．０
東　　　  北 ４，８２０ 　　３．１ １２．２
関        東 １２，２６３ ▲　１８．３ ３１．１
北        陸 ２，０９７ 　　９．０ ５．３
中        部 ３，６３８ ▲　４９．５ ９．２
近        畿 ５，５０１ ▲　３２．３ １３．９
中        国 ３，１０４ ▲　２２．３ ７．９
四        国 １，０３５ ▲　３７．９ ２．６
九 州 ・ 沖 縄 ５，４３５ ▲　２８．０ １３．８

（２）圏域別

（単位：千㎡、％）
圏 　域　 名 　面　　 積　 前 年 度 比  構　成　比(※)
合　　　  計 １３，４０７ ▲　１８．０ ３４．０
首　 都　 圏 ７，９７３ 　０．０ ２０．２
中　 部　 圏 １，６５９ ▲　３６．７ ４．２
近　 畿　 圏 ３，７７６ ▲　３４．６ ９．６

（地域区分については、<参考>Ⅱ．用語の定義を参照）

　「大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法」によ
る大都市地域について、圏域別に完成面積をみると、首都圏は７，９７３千㎡
（前年度比　０．０％増加）で３年振りの増加、中部圏は１，６５９千㎡（同
３６．７％減少）で前年の増加から再び減少、近畿圏は３，７７６千㎡（同　３
４．６％減少）で前年の増加から再び減少となっている。

※全国を１００．０％とした構成比を示す。
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